
【筆者紹介】　牧野義博（まきの・よしひろ）
　東京国税局調査部において特別国税調査官、統括国税調査官、調査開発課長等を経て八王子税務署長を最後に退官。
東京都新宿区で税理士登録。著書には『ザ・税務調査１～３』『税務トラブルと債務の確定』（大蔵財務協会）ほか専門誌
等に執筆。ＨＰは「牧野義博税理士事務所」で検索。全国各地で講演会も行っている。

税理士 牧野　義博
【実践税務調査】 期末使用人未払金賞与が否認された事例

調査官　期末に使用人賞与を未払金処理していますね。

担当者 法人税法施行令第７２条の３（使用人賞与の損金算入時期）第２号の賞与に該当していますので、問題はないと思い

ます。

調査官　つまり、その支給金額を、各人別に、かつ、同時期に支給を受ける全ての使用人に対して通知をしているのですね。

担当者 はい、そのとおりです。

調査官　ちなみに、通知をした日の属する事業年度終了の日の翌日から１月以内に支払われていますか？

担当者 はい、支払っています。

調査官 それでは給与規定を確認させていただきます。これによると、賞与の支給日に在職する使用人のみに支給するとあり

ますね。

担当者 それが何か問題ですか。

調査官　支給額の通知をした使用人が支給日までに退職した場合には、賞与を支給しないという解釈でよろしいですか？

担当者 はい、そうです。

調査官　実際にこのケースが適用されたことがありますか？

担当者 はい、あります。

調査官　給与規定に従い、通知をした支給額について退職した場合には賞与を支給しないことになりますので、賞与総額が

未払処理できません。給与規定を根本から見直す必要があります。

担当者 未払処理した翌事業年度において、業績悪化により賞与の一部を減額して支給をした場合はどうですか。

調査官　使用人に通知したことにより金額が確定されていたのが、前提となる要件が崩れてしまいますね。債務の確定が崩

壊しましたので、未払金処理により損金算入された支給額は否認されます。

調査官　労働協約又は就業規則により定められる支給予定日が到来している賞与である場合の使用人賞与は確定債務と認め

られます（法人税法施行令第７２条の３第１号賞与に該当する場合）。従って、期末の未払賞与は認められますが、

そのためには支給日に使用人が退職していても当然確定債務ですから支払わなければなりません。しかし、給与規

定では支給しないと明文化されていますし、実際に支給されていない事例が発生しています。つまり、確定債務が

崩れてしまいましたので、この未払賞与は損金に算入することができません。

担当者 それでは支給されなかった該当者分は否認されるということですか。

調査官　いいえ、そうではありません。通知をした全ての使用人に対し１月以内に支払っていることの要件を満たさなくな

りますので、支給されなかった賞与の金額だけでなく、賞与の総額そのものが未払処理できません。

担当者 仮に、退職者がいなかったので、通知をした金額を全額支給していた場合にはどうなりますか。

会社給与規定により、「支給日に在職する使用人のみ賞与を支給する」とした場合
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